改定教育基本法制下における家庭教育の政策動向について─家庭教育支援条例・家庭教育支援法案・「親学」をめぐって─ by 友野 清文
─（ 1 ）─
はじめに
　2006 年に教育基本法が改定されて 10 年以上が経過した。その後の教育政策は新教育基本法に則っ














　第三は冒頭で触れた 2006 年の教育基本法改定である。「家庭教育」（第 10 条）の条項が新設され，
保護者の子どもの教育に対する「第一義的責任」が明記された。同時に新設された「幼児期の教育」（第


























実に関する対策要綱」を受けたものである。また臨時教育審議会第二次答申（1986 年 4 月）でも「家
庭の教育力（の低下）」が取り上げられた。3）「家庭の教育力とその低下」の枠での議論の立て方は
1980 年代に登場し，その後の基調となる。
1986 年 4 月 24 日付 読売新聞 23 面
─（ 3 ）─



















（第 2 部 学校・家庭・地域社会の役割と連携の在り方　第 2 章 これからの家庭教育の在り方6））。
　以上の内容は「21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について（第二次答申）」（1997 年 6 月）で
も引き継がれている。



































ているもの─」（1998 年 4 月）12）では「親や親となる者に対する“親としての学習”機会，“親になる








（2）教育基本法改定（2006 年 12 月）前後からの動き












　この政策の具体化は，先ず 2006 年 10 月に発足していた内閣の教育再生会議（2006 年 10 月～ 2008
年 1 月）で議論された。報告は 4 回出されており，家庭教育に関わる内容は，第一次～第三次報告で
触れられている。その概要は以下の抜粋の通りである。





















































　教育再生会議を引き継いだ教育再生実行会議（2013 年 1 月～）で家庭教育について触れているのは
第十次提言「自己肯定感を高め，自らの手で未来を切り拓く子供を育む教育の実現に向けた，学校，


















































 2016 年 3 月
「家庭教育支援の推進方策に関する検討委員会」報告「家庭教育支援の具体的な推進方策について」
 2017 年 1 月





















































表 1　家庭教育支援に関する条例を制定している自治体（2017 年 10 月現在）
条例名 自治体 区分 制定（公布）年月
くまもと家庭教育支援条例 熊本県 県 2013 年 4 月
鹿児島県家庭教育支援条例 鹿児島県 県 2013 年 10 月
静岡県家庭教育支援条例 静岡県 県 2014 年 10 月
岐阜県家庭教育支援条例 岐阜県 県 2014 年 12 月
千曲市家庭教育支援条例 長野県千曲市 市 2015 年 12 月
ぐんまの家庭教育応援条例 群馬県 県 2016 年 4 月
徳島県家庭教育支援条例 徳島県 県 2016 年 4 月
宮崎県家庭教育支援条例 宮崎県 県 2016 年 4 月
加賀市家庭教育支援条例 石川県加賀市 市 2016 年 6 月
茨城県家庭教育を支援するための条例 茨城県 県 2016 年 12 月
和歌山市家庭教育支援条例 和歌山県和歌山市 市 2016 年 12 月
豊橋市家庭教育支援条例 愛知県豊橋市 市 2017 年 3 月







3　この条例において「学校等」とは，学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する学校（大学
を除く。），児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 39 条第 1 項に規定する保育所及び就学前の子どもに
関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第 2 条第 6 項に規定す
る認定こども園をいう。
4　この条例において「地域活動団体」とは，社会教育関係団体（社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号）












































































この条例は，平成 25 年 4 月 1 日から施行する。
附則（平成 27 年 3 月 20 日条例第 32 号）
この条例は，平成 27 年 4 月 1 日から施行する。
（2）-1 概　　観






































































































































































































































































である。現在の組織としては，親学推進協会29）（2006 年 12 月 21 日設立）が中心的である。親学推進協
会は，PHP 親学研究会を母体としており，現会長は高橋史朗，元会長は木村治美である。協会のサ
イトの「歴史的背景」は「昭和 62 年 4 月　臨時教育審議会最終答申「親となるための学習」」から始
まっている。木村が臨時教育審議会の委員であり，その場で「親になるための教育」を提唱したとさ
れている。30）
　これに呼応する形で，家庭教育支援（親学推進）議員連盟が 2012 年 4 月 10 日に設立された（会長：
安倍晋三）。議員連盟の設立総会で，木村・高橋が記念講演を行っている。また，教育再生会議は 2007














































































































　本稿は，総合女性史学会第 147 回例会（近現代史）での口頭発表（2017 年 9 月 10 日　於文京区男女平
等センター　友野清文・佐々木邑華）の内容を基にしたものである。共同発表者の佐々木邑華さん（昭和









7 月 26 日参照）
3） 第二次答申について伝えた読売新聞（1986 年 4 月 24 日付）の社会面（23 面）の記事では「「家庭の教育力」
って何だろう。（中略）臨教審の第二次答申には，この耳慣れない言葉が数多く飛び出した。」と述べている。
4） http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/old_chukyo/old_chukyo_index/toushin/1309574.htm（2017 年
7 月 26 日参照）





（2017 年 7 月 26 日参照）
7） http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chuuou/toushin/980601.htm（2017 年 8 月 4 日参照）
8） 広井多鶴子　http://hiroitz.sakura.ne.jp/styled-54/index.html（2017 年 8 月 10 日参照）
 その後も法令の改正により，保護者の「第一義的責任」を謳う法律は以下の通りとなっている。（右の年は，
この用語が使われるようになった年（改定年）を示している。）
 少子化社会対策基本法（平成十五年七月三十日法律第百三十三号） 2003 年
 次世代育成支援対策推進法 （平成十五年七月十六日法律第百二十号） 2003 年
 教育基本法（平成十八年十二月二十二日法律第百二十号） 2006 年
 児童虐待の防止等に関する法律 （平成十二年五月二十四日法律第八十二号） 2007 年
 子ども・子育て支援法 （平成二十四年八月二十二日法律第六十五号） 2012 年
 児童手当法（昭和四十六年五月二十七日法律第七十三号） 2012 年
 いじめ防止対策推進法 （平成二十五年六月二十八日法律第七十一号） 2013 年
 児童福祉法（昭和二十二年十二月十二日法律第百六十四号） 2016 年
 （e-Gov 電子政府法令データ提供システム　http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi　2017 年 8 月 17
日参照）
 この表現は子どもの権利条約第 18 条，第 27 条で用いられている「the primary responsibility」の訳語で
もあるが，子どもの権利条約では「子どもの最善の利益」を確保する文脈で用いられている。
9） http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shougai/007/toushin/020701.htm（2017 年 8 月 10 日
参照）
10） 児童虐待の防止等に関する法律が成立したのは 2000 年である。




13） http://www.kantei.go.jp/jp/kyouiku/houkoku/1222report.html（2017 年 8 月 7 日参照）
14） 教育再生会議第一次報告「社会総がかりで教育再生を～公教育再生への第一歩～」
 （https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouiku/houkoku/honbun0124.pdf　2017 年 8 月 10 日参照）
15） 教育再生会議第二次報告「社会総がかりで教育再生を～公教育再生に向けた更なる一歩と「教育新時代」の
ための基盤の再構築～」
 （https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouiku/houkoku/honbun0601.pdf　2017 年 8 月 10 日参照）


















 （https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouiku/houkoku/honbun1225.pdf　2017 年 8 月 10 日参照）
18） 教育再生実行会議（第十次提言）「自己肯定感を高め，自らの手で未来を切り拓く子供を育む教育の実現に
向けた，学校，家庭，地域の教育力の向上」
 （https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/pdf/dai10_1.pdf　2017 年 8 月 10 日参照）
19） http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/ 
04/16/1319539_1_1.pdf　p.5（2017 年 8 月 10 日参照）
20） 報告書などは確認できなかった。
21） http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2017/ 
04/03/1383700_01.pdf　p.2（2017 年 8 月 4 日参照）
22） 同上　p.4
23） 内閣府『子ども・子育て白書　平成 24 年版』参考資料「子どもに関する条例の制定状況及びその規定内容」




25） http://www.pref.mie.lg.jp/common/03/ci500004937.htm（2017 年 8 月 17 日参照）
26） http://www.jinkou-okinawa.com/index.php（2017 年 8 月 17 日参照）
27） 熊本県教育委員会「平成 28 年度　家庭教育支援の推進に関する施策報告（概要）」
 （http://kyouiku.higo.ed.jp/page3558/page4345/　2017 年 7 月 15 日参照）
28） 24 条を変えさせないキャンペーン　2017 年 1 月 13 日投稿の記事（https://article24campaign.wordpress.
com/　2017 年 10 月 8 日参照）
29） 親学推進協会「親が変われば，子どもも変わる」
 （http://www.oyagaku.org/　2017 年 8 月 10 日参照）
30） 木村治美『しなやかな教育論―私の臨教審レポート』（文藝春秋　1988 年）
31） 平野みどり「「くまもと県家庭教育支援条例」制定について」（『進歩と改革』735 号　pp.70-73　2013 年）
32） 産経新聞電子版　2014 年 1 月 24 日
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